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2025/12/31 2026/1/30 2026/2/6
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 50,339.48 53,322.85 54,253.68 54,782.83 2026/2/3 26,632.92 2023/3/16
NYダウ ﾄﾞﾙ 48,063.29 48,892.47 50,115.67 50,169.65 2026/2/6 31,429.82 2023/3/15
円/ﾄﾞﾙ 円 156.71 154.78 157.22 161.95 2024/7/3 129.64 2023/3/24
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今週の日本株市場は、衆議院選挙結果に加えて、好調な企業業績や米景気の底堅さが評価され、上昇傾向が継続するとみます。

8日に実施された衆議院選挙は、高市首相の高い支持率を背景に自民党が単独で定数（465議席）の3分の2超を獲得し、与党が圧

勝する結果となりました。衆議院において3分の2超の議席を獲得したことにより、与党が過半数割れしている参議院で重要法案が

否決されたとしても衆議院で再可決して成立させることができるため、政権運営が安定することとなりました。今後は、「食料品

の消費税を2年間ゼロ」とすることなど財政を巡る議論の進展について、為替・金利に与える影響も含めて注視する必要があるとみ

ますが、総じてみれば株価にプラスに働くとみます。また、先週から本格化している日本企業の10-12月期決算について、事前予

想を上回る好調な業績が示されており、業績面でも株価の上昇を後押しするとみています。なお、今週は米国において、10日に小

売売上高、11日に非農業部門雇用者数変化が発表されます。先週発表された米経済指標は強弱まちまちな内容でしたが、労働市場

は緩やかに軟化しつつも、個人消費は全体として底堅いとの経済状況が確認される内容となれば、FRBの利下げ期待が継続するこ

ととあわせて、リスク資産にとって居心地の良い状況との評価は維持されるとみます。その他の注目材料として、日本では9日の景

気ウォッチャー調査、米国では13日のCPI、中国では11日のCPIなどが挙げられます。

～ 衆議院選挙結果に加えて、好調な企業業績や米景気の底堅さが評価され、

上昇傾向が継続 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するものではあり

ません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過去の実績

であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定はお客様ご自身

の判断でなさるようにお願いいたします。
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（注）チャートは過去1年

週刊日本株レポート （2/9～2/13）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

商号等 ：朝日ライフ アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

先週の日本株市場は、日経平均が+930.83円（+1.75％）、TOPIXが+132.68ポイント（+3.72％）となり、週末に衆議院選挙を

控える中、与党勝利による相場先高観の高まりから上昇しました。業種別でみると建設業、空運業、銀行業などの30業種が上昇し

た一方、その他製品、サービス業、情報・通信業の3業種が下落しました。

2日は、先々週末の米国市場でのハイテク株安や金を中心としたコモディティ価格の下落を背景に、アジア圏でも投資家のリスク回

避姿勢が広がったことなどから、下落しました。3日は、前日に米ISM製造業景況感指数が市場予想を上回ったことを受けて、米国

株市場が上昇したことなどから、大幅反発となりました。4日は、前日の米国株安が相場の重荷となったものの、週末の衆議院選挙

を控える中、依然として相場の先高観は根強いことから、続伸しました。5日は、前日の米国株市場がハイテク株中心に売られたこ

とを受けて、ハイテク比率の高い韓国や台湾の株式市場などにも売りが広がる展開となり、3日ぶりに反落しました。6日は、事前

の選挙予想で与党勝利が報じられる中、高市首相が掲げる「責任ある積極財政」が意識されたことから、日本株市場の先高観が高

まり、反発して引けました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 週末に衆議院選挙を控える中、与党勝利による相場先高観の高まりから上昇 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 衆議院選挙結果に加えて、好調な企業業績や米景気の底堅さが評価され、

上昇傾向が継続 ～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回

毎月勤労統計-現金給与総 12月 +1.7%
景気ウォッチャー調査現状 1月 48.6
景気ウォッチャー調査先行き 1月 50.5

2月10日 Tue 米国 小売売上高（除自動車）（前月比） 12月 +0.4%
中国 CPI（消費者物価指数）（前年比） 1月 +0.8%
米国 非農業部門雇用者数変化 1月 +5.0万人
日本 企業物価指数（前年比） 1月 2.4%
米国 中古住宅販売件数 1月 +435.0万件

2月13日 Fri 米国 CPI（消費者物価指数）（除食品・エネルギー/前年比） 1月 +2.6%

決算発表予定　他 国内 決算発表　：

決算発表予定　他 海外 決算発表　：
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日本

2/9 ｳﾆｸﾚﾃﾞｨﾄ､ｱﾎﾟﾛ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2/10 ｹﾘﾝｸﾞ､ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ､ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ､ｺｶ･ｺｰﾗ､ｽﾎﾟﾃｨﾌｧｲ､ﾌｪﾗｰﾘ､
S&Pｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ､BP､ﾌｫｰﾄﾞ 2/11 ｺﾒﾙﾂ銀行､ﾄﾀﾙｴﾅｼﾞｰｽﾞ､ﾄﾞｲﾂ取引所､ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ 2/12 ﾒﾙｾﾃﾞｽ･ﾍﾞﾝﾂｸﾞﾙｰﾌﾟ､
ｼｰﾒﾝｽ､ｴﾙﾒｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ､ﾕﾆﾘｰﾊﾞ､ｴｸｽﾍﾟﾃﾞｨｱ､ｺｲﾝﾍﾞｰｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ､ｳﾞｧｰﾚ､ｴｱﾋﾞｰｱﾝﾄﾞﾋﾞｰ 2/13 ﾅｯﾄｳｴｽ
ﾄ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

2/9 大林組､古河電工､ﾌｼﾞｸﾗ､三菱地所､ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ､ｴｰｻﾞｲ､ｵﾘｯｸｽ､ﾘｸﾙｰﾄHD､楽天銀､協和ｷﾘﾝ､住友金属､
川崎重工､東京応化工業 2/10 ﾔｸﾙﾄ､東急､資生堂､ﾎﾝﾀﾞ､出光興産､ｼﾏﾉ､東ﾚ､JX金属､ｵｰﾌﾟﾝﾊｳｽG､ﾕｰ･ｴ
ｽ･ｴｽ､いよぎんﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､IHI 2/12 西武HD､いすゞ､日本たばこ産業､明治HD､Inpex､楽天G､ｻﾝﾘｵ､ｿﾌﾄ
ﾊﾞﾝｸG､ﾊﾟﾝﾊﾟｼI､ｷｵｸｼｱHD､ﾕﾆ･ﾁｬｰﾑ､ﾀﾞｲﾌｸ､日産､ｻﾝﾄﾘ食､長谷工ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､しずおかF､ｸﾎﾞﾀ､ｺｸｻｲE､ｼ
ｽﾒｯｸｽ､ｾﾞﾝｼｮｰ､光通信､鹿島､ﾈｸｿﾝ､SMC 2/13 ﾔﾏﾊ発動機､大塚HD､大和ﾊｳｽ､第一生命HD､住友林業､ﾚ
ｿﾞﾅｯｸHD､大日本印刷､日本ﾍﾟｲﾝﾄHD､荏原､ﾏﾂｺｺ､ｾｺﾑ､日本郵政､ｷﾘﾝHD､ゆうちょ銀､MS&ADｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､電通ｸﾞﾙｰﾌﾟ､SOMPOﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ﾄｯﾊﾟﾝHD､ｿﾆｰFG､三菱HCC､東京海上HD､NIPPON
EXPRESSﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ﾆﾄﾘHD､ﾃﾙﾓ､三井海洋開､ｴﾈｵｽHD､三井金属､ｵﾘﾝﾊﾟｽ､ｱｼｯｸｽ､かんぽ生命､T&D
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
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